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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第16期

第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上収益 (百万円) 3,823 4,105 15,272

税引前四半期(当期)利益 (百万円) 929 971 3,309

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益

(百万円) 657 694 2,262

四半期(当期)利益 (百万円) 659 694 2,266

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) 648 699 2,257

四半期(当期)包括利益 (百万円) 649 699 2,261

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 13,311 14,682 14,929

資産合計 (百万円) 20,371 22,186 21,604

基本的１株当たり四半期(当期)利益 (円) 6.08 6.45 20.92

希薄化後１株当たり四半期(当期)利益 (円) 6.08 6.45 20.92

親会社所有者帰属持分比率 (％) 65.3 66.2 69.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 1,268 911 3,847

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △191 △383 △1,283

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △585 △935 △1,391

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,910 8,186 8,588
 

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(IFRS)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。

 
２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は以下のとおりであります。なお、文中

の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断したものであります。

 
（１）業績の状況

当社グループの事業は、ライフサービスプラットフォーム事業とその他で構成されております。

当社グループは、主に中小規模の法人顧客の商流に組み込まれ、安定的な業績貢献が見込まれる「積み上げ型収

益」の拡充を、優先的に取り組むべき重要な経営課題と認識して注力しております。「Vertical HR」「Living

Tech」「Life Service」の状況は以下のとおりです。

 
ａ．Vertical HR

Vertical HRは、株式会社リジョブ（美容、リラクゼーション、介護等の領域に特化した求人情報を提供する媒

体『リジョブ』を運営）、株式会社ミラクス（介護・保育分野における人材紹介・派遣事業『ミラクス介護』、

『ミラクス保育』等を運営）、株式会社Struct（建設領域に特化した人材紹介事業『建設JOBs』を運営）から構

成されております。

株式会社リジョブに関して、掲載事業所数は順調に増加しており、過去最高水準を更新しております。また、

採用率に関しては、サロン利用者の増加に伴い採用ニーズが大きく復調しており、直前四半期と比較しても改善

傾向にございます。当事業に係るユーザーサイドにおいては、求職者の動きがやや鈍化傾向にあるものの、顧客

の採用ニーズ復調に伴い、採用人数は前年を上回り推移しております。一方で、採用ニーズは未だコロナ禍以前

の水準には戻っておらず、求職者が就職に至るまでの期間の長期化は継続しております。

株式会社ミラクスに関して、介護分野は慢性的な人手不足を背景として、有効求人倍率は他産業と比較して相

対的に高水準で推移しており、掲載事業所数は過去最高水準を更新し続けております。ユーザーサイドにおいて

は、求人応募者数がコロナ禍以前の水準を上回り推移しておりますが、ややボラティリティが高い状況でござい

ます。

株式会社Structに関して、建設領域の求人需要は、未経験者の採用ハードルが下がっている傾向にあり、高い

水準を継続しております。ユーザーサイドにおいては、業界平均として人手不足の状況が続いており、求職者

ニーズは堅調に推移しております。

 
ｂ．Living Tech

Living Techは、『賃貸スモッカ』等の不動産に関連するメディアとリフォーム会社比較サイト『リショップナ

ビ』等から構成されております。各事業に係る外部環境は、コロナ禍においても、比較的堅調に推移しておりま

す。

『賃貸スモッカ』に関して、クライアントサイドではインターネット広告出稿需要は比較的堅調であり、ユー

ザーサイドにおける家探し需要も堅調に推移しております。

リフォーム領域に係るクライアントサイドでは、インターネット広告における効率重視の姿勢が強まりを見せ

るも、出稿需要は比較的堅調に推移しております。また、リフォーム事業における加盟会社数も順調に増加して

おります。ユーザーサイドに関しては、リモートワークの普及や外出自粛期間の長期化を背景とした巣ごもり需

要やガスのスイッチング需要は落ち着きつつあり、ややボラティリティがある状況でございます。

これらの外部環境を踏まえ、適切な投資を行っていくことで、不動産関連事業における事業成長の加速、法人

顧客の商流獲得による積み上げ型収益の拡充による企業価値向上を目指します。
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ｃ．Life Service

Life Serviceは、主に個人ユーザー向けのフランチャイズ比較サイトである『フランチャイズ比較.net』、結

婚相談所比較サイト『結婚相談所比較ネット』等の比較メディア事業、株式会社ブレイン・ラボ（人材紹介会

社、人材派遣会社向けの業務システム『キャリアプラス』、『マッチングッド』を運営）、株式会社アップル

ワールド（海外ホテル予約媒体『アップルワールド』等を運営）等から構成されております。

『フランチャイズ比較.net』に関して、フランチャイズ領域の広告出稿需要及び独立、開業を志向するユー

ザーの動きは、ともに堅調に推移しております。今後も集客チャネルの多様化を通じたCV数の最大化ならびに安

定的な収益確保に注力いたします。

株式会社ブレイン・ラボに係るクライアントサイドでは、既存顧客における新規のシステムリプレイス需要が

やや落ち着きを見せております。解約率については、同社が提供しているのが基幹システムということもあり、

比較的安定しております。

株式会社アップルワールドに関して、ユーザーサイドにおいては、国内旅行需要は復調傾向にあるものの、新

型コロナウイルス感染者数増加に伴い、需要が変動しているため、ややボラティリティが高い状況でございま

す。海外渡航需要においては、段階的な規制緩和の道筋が見えてきたことから、業務渡航を中心として需要回復

の兆しが見られます。クライアントサイドにおいては、旅行代理店は国内旅行需要の取り込みに優先的に取り組

んでおります。

 
その他事業においては、株式会社にじげんを中心に、コンシューマ課金サービス、事業化を検討している新規事

業を営んでおります。

 
以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上収益は4,105百万円（前年同期比7.4％増）、売上総利益は3,419百

万円（前年同期比6.0％増）、EBITDA※は1,204百万円（前年同期比4.6％増）、営業利益は972百万円（前年同期比

4.4％増）、税引前四半期利益は971百万円（前年同期比4.5％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は694百

万円（前年同期比5.7％増）となりました。

（※）EBITDA＝営業利益＋減価償却費及び償却費＋減損損失＋固定資産除却損及び評価損－負ののれん発生益

 
（２）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は22,186百万円（前連結会計年度末比582百万円増）となりました。こ

れは主に、その他の流動資産が362百万円、その他の金融資産が211百万円、のれんが173百万円、無形資産が114

百万円、繰延税金資産が117百万円増加した一方、現金及び現金同等物が402百万円減少したこと等によるもので

あります。

 
（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は7,504百万円（前連結会計年度末比830百万円増）となりました。こ

れは主に、営業債務及びその他の債務が268百万円、借入金が357百万円増加したこと等によるものであります。

 
（資本）

当第１四半期連結会計期間末の資本合計は14,682百万円（前連結会計年度末比248百万円減）となりました。こ

れは主に、利益剰余金が316百万円増加した一方、自己株式が568百万円増加したこと等によるものであります。

 
（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の期末残高は、前連結会計

年度末より402百万円減少し、8,186百万円となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、911百万円となりました。これは主に、税引

前四半期利益の計上971百万円、営業債務及びその他の債務の増加額244百万円、法人所得税等の支払額429百万円

によるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、383百万円となりました。これは主に、無形

資産の取得による支出230百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出164百万円によるもので

あります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、935百万円となりました。これは主に、配当

金の支払額373百万円、自己株式の取得による支出568百万円によるものであります。

 
（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

②【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2022年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 111,700,000 111,700,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 111,700,000 111,700,000 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2022年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年４月１日～
2022年６月30日

― 111,700,000 ― 2,526 ― 2,126

 

 
（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,577,200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 108,096,500 1,080,965 ―

単元未満株式 普通株式 26,300 ― ―

発行済株式総数 普通株式 111,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 1,080,965 ―
 

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。な

お、2022年６月30日時点の発行済株式総数については、（４）発行済株式総数、資本金等の推移に記載の通りで

あります。

 

②【自己株式等】

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社じげん

東京都港区虎ノ門
三丁目４番８号

3,577,200 ― 3,577,200 3.20

計 ― 3,577,200 ― 3,577,200 3.20
 

（注）当社は2022年５月13日開催の取締役会において、2022年５月16日から2023年５月10日までを取得期間とした自己

株式取得を決議し、当第１四半期会計期間末日までに1,671,500株を取得しました。この結果、当第１四半期会計

期間末日現在の自己株式数は、5,248,790株となっております。

 
２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」（以下「IAS第34号」）に準拠して作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2022年４月１日から2022

年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年６月30日まで)に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2022年３月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2022年６月30日）

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物  8,588 8,186

営業債権及びその他の債権  1,950 2,011

その他の金融資産 6 11 243

その他の流動資産  349 711

流動資産合計  10,897 11,152

    

非流動資産    

有形固定資産  86 88

使用権資産  787 730

のれん  6,934 7,107

無形資産  1,600 1,713

その他の金融資産 6 455 433

繰延税金資産  843 960

その他の非流動資産  3 3

非流動資産合計  10,707 11,034

資産合計  21,604 22,186
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（単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2022年３月31日）

当第１四半期
連結会計期間

（2022年６月30日）

負債及び資本    

負債    

流動負債    

借入金 6 637 2,040

営業債務及びその他の債務  898 1,166

その他の金融負債  1,338 1,489

未払法人所得税等  449 399

引当金  129 118

リース負債  382 345

その他の流動負債  795 965

流動負債合計  4,627 6,522

    

非流動負債    

借入金 6 1,495 448

引当金  149 154

リース負債  383 361

繰延税金負債  － 0

その他の非流動負債  20 19

非流動負債合計  2,047 983

負債合計  6,675 7,504

資本    

資本金 9 2,552 2,552

資本剰余金 9 2,542 2,542

利益剰余金  11,224 11,540

自己株式 9 △1,399 △1,967

その他の資本の構成要素  10 14

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 14,929 14,682

資本合計  14,929 14,682

負債及び資本合計  21,604 22,186
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（２）【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

売上収益 5,7 3,823 4,105

売上原価  △598 △686

売上総利益  3,224 3,419

販売費及び一般管理費  △2,308 △2,456

その他の収益  15 10

その他の費用  △0 △1

営業利益 5 931 972

    

金融収益 5 0 0

金融費用 5 △2 △2

税引前四半期利益 5 929 971

法人所得税費用  △271 △276

四半期利益  659 694

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  657 694

非支配持分  2 －

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期利益（円） 8 6.08 6.45

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 8 6.08 6.45
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

    

四半期利益  659 694

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられる可能性の
ある項目

   

在外営業活動体の換算差額  △9 5

純損益に振り替えられる可能性
のある項目合計

 △9 5

その他の包括利益合計  △9 5

四半期包括利益  649 699

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  648 699

非支配持分  2 －
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2021年４月１日残高  2,552 2,538 9,281 △1,399 16 12,988 8 12,997

四半期利益  － － 657 － － 657 2 659

その他の包括利益  － － － － △9 △9 － △9

四半期包括利益合計  － － 657 － △9 648 2 649

配当金 10 － － △324 － － △324 － △324

その他 9 － 2 － － △4 △1 － △1

所有者との取引額合計  － 2 △324 － △4 △326 － △326

2021年６月30日残高  2,552 2,540 9,614 △1,399 4 13,311 10 13,320
 

　

当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

資本合計
 資本金

資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

2022年４月１日残高  2,552 2,542 11,224 △1,399 10 14,929 14,929

四半期利益  － － 694 － － 694 694

その他の包括利益  － － － － 5 5 5

四半期包括利益合計  － － 694 － 5 699 699

配当金 10 － － △378 － － △378 △378

自己株式の取得 9 － － － △568 － △568 △568

その他 9 － 0 － － △0 △0 △0

所有者との取引額合計  － 0 △378 △568 △0 △946 △946

2022年６月30日残高  2,552 2,542 11,540 △1,967 14 14,682 14,682
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

 注記
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益  929 971

減価償却費及び償却費  220 232

金融収益及び金融費用（△は益）  2 1

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 178 2

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 28 244

預り保証金の増減額（△は減少）  18 12

未払消費税等の増減額（△は減少）  212 △39

その他  61 △83

小計  1,648 1,340

利息及び配当金の受取額  0 0

利息の支払額  △2 △2

法人所得税等の支払額  △380 △429

法人所得税等の還付額  1 2

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,268 911

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △3 △11

無形資産の取得による支出  △187 △230

敷金・保証金の回収による収入  2 24

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

 － △164

その他  △3 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー  △191 △383

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  － 500

長期借入金の返済による支出  △159 △159

リース負債の返済による支出  △105 △103

配当金の支払額 10 △321 △373

自己株式の取得による支出 9 － △568

自己株式取得のための預託金の増減額（△は増
加）

 － △232

財務活動によるキャッシュ・フロー  △585 △935

現金及び現金同等物の換算差額  △3 5

現金及び現金同等物の増減額  489 △402

現金及び現金同等物の期首残高  7,420 8,588

現金及び現金同等物の四半期末残高  7,910 8,186
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社じげん（以下、当社という）は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所に株式を上場しておりま

す。

2022年６月30日に終了する当社の要約四半期連結財務諸表は、当社及びその子会社（以下、当社グループという）

から構成されております。なお、当社の株式を45.2％所有している株式会社じょうげんは、資産管理会社であり、当

社の代表取締役 社長執行役員 CEOである平尾丈によって完全所有されております。当社グループの最終的な支配当事

者は平尾丈であります。

当社グループは、美容、介護・保育、住まい、リフォームなど、人々の生活に関わる幅広い領域において、ユー

ザーと企業を結びつけるライフサービスプラットフォーム事業を中心に展開しております。

 
２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特

定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。なお、要約四

半期連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報を含んでいないため、前連結会計年度の連

結財務諸表と併せて使用されるべきものであります。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基

礎として作成しております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を

四捨五入して表示しております。

 
３．重要な会計方針

本要約四半期連結財務諸表の作成に適用した重要な会計方針は、他の記載がない限り、前連結会計年度の連結財務

諸表において適用した会計方針と同一であります。

なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を用いて算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影

響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられています。実際の業績は、これらの見積りとは異

なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直します。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを変更し

た会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識します。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度の連結財務諸表と同様

であります。

 

５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。当社グループは、主としてインターネット関連事業並びにこれらに付帯する業務である「ライフサービスプ

ラットフォーム事業」を展開しており、報告セグメントは１つであります。
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(2) 報告セグメントの売上収益及び業績

報告セグメントの売上収益及び業績は次のとおりであります。

報告セグメント間の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日） （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額
要約四半期

連結損益計算書
計上額

ライフサービス
プラットフォーム

事業

売上収益      

外部顧客への売上収益 3,705 117 3,823 － 3,823

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

－ 29 29 △29 －

計 3,705 146 3,851 △29 3,823

セグメント利益（注）２ 885 49 934 △3 931

営業利益     931

金融収益     0

金融費用     △2

税引前四半期利益     929
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事業化を検討している新規事業及

びコンシューマ課金サービス事業等であります。

２．セグメント利益は、売上収益に売上原価、販売費及び一般管理費、その他の収益、その他の費用を加減算し

て算定しております。

３．資産、負債その他の項目につきましては、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象とはしてい

ないため、記載しておりません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日） （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額
要約四半期

連結損益計算書
計上額

ライフサービス
プラットフォーム

事業

売上収益      

外部顧客への売上収益 3,954 151 4,105 － 4,105

セグメント間の内部
売上収益又は振替高

－ 37 37 △37 －

計 3,954 188 4,141 △37 4,105

セグメント利益（注）２ 938 34 973 △1 972

営業利益     972

金融収益     0

金融費用     △2

税引前四半期利益     971
 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事業化を検討している新規事業及

びコンシューマ課金サービス事業等であります。

２．セグメント利益は、売上収益に売上原価、販売費及び一般管理費、その他の収益、その他の費用を加減算し

て算定しております。

３．資産、負債その他の項目につきましては、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための対象とはしてい

ないため、記載しておりません。
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６．金融商品

(1) 公正価値の測定方法

当社グループの主な金融資産及び負債の公正価値の算定方法は、次のとおりであります。

①　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務、その他の金融資産（定期預

金）、その他の金融負債（預り金）

これらは短期間で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正

価値とみなしております。

②　敷金・保証金

敷金・保証金については、償還予定時期を見積もり、安全性の高い長期の債券の利回りで割り引いた現在価値

により算定しております。

③　借入金

借入金の公正価値は、元利金の合計額を新規に同様に借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。なお、短期間で決済される借入金については、公正価値は帳簿価額と近似している

ことから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

④　その他の金融資産及びその他の金融負債（デリバティブ）

デリバティブの公正価値は、金融機関又は外部の評価会社より入手した見積価格や、利用可能な情報に基づく

適切な評価方法により、算定しております。

 
(2) 帳簿価額および公正価値

要約四半期連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおり

であります。

   （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（2022年３月31日）

当第１四半期連結会計期間

（2022年６月30日）

 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産     
敷金・保証金（注）1 455 455 433 433

償却原価で測定される金融負債     
長期借入金（注）２及び（注）３ 2,132 2,125 1,988 1,983

 

（注）１．敷金・保証金の公正価値は、レベル２に該当しております。

２．長期借入金の公正価値は、レベル３に該当しております。

３．１年以内返済予定の長期借入金残高を含んでおります。

 

(3) 公正価値ヒエラルキー

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値のヒエラ

ルキーを用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。

公正価値のヒエラルキーは、以下のレベルとなっております。

レベル１：当社グループが測定日にアクセスできる、同一の資産又は負債に関する活発な市場における相場価格

(無調整)

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接的又は間接的に観

察可能なもの

レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプット

公正価値の測定に使用される公正価値のヒエラルキーのレベルは、その公正価値の測定にとって重要なインプッ

トのうち、最も低いレベルにより決定しております。

なお、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識して

おります。

公正価値で測定する金融資産及び金融負債のレベルごとの公正価値は、前連結会計年度末から重要な変動はあり

ません。また、前連結会計年度及び当第１四半期連結会計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替

は行っておりません。
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７．顧客との契約から生じる収益

顧客との契約から認識した収益の分解は、以下の通りであります。

    （単位：百万円）

 

前第１四半期連結累計期間

（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

ライフサービス

プラットフォーム

事業

その他 小計 調整額 合計

Vertical HR 1,640 － 1,640 － 1,640

Living Tech 934 － 934 － 934

Life Service 1,132 － 1,132 － 1,132

その他 － 146 146 △29 117

合計 3,705 146 3,851 △29 3,823
 

 
    （単位：百万円）

 

当第１四半期連結累計期間

（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

ライフサービス

プラットフォーム

事業

その他 小計 調整額 合計

Vertical HR 1,572 － 1,572 － 1,572

Living Tech 1,001 － 1,001 － 1,001

Life Service 1,380 － 1,380 － 1,380

その他 － 188 188 △37 151

合計 3,954 188 4,141 △37 4,105
 

 
８．１株当たり利益

親会社の所有者に帰属する基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定基礎は以下のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

　　至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

　　至　2022年６月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 657 694

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり四半期利益の計算に使用する四半期利益
（百万円）

657 694

期中平均普通株式数（株） 108,122,710 107,591,985

普通株式増加数   

新株予約権（株） － －

希薄化後の期中平均普通株式（株） 108,122,710 107,591,985

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半期利益   

基本的１株当たり四半期利益（円） 6.08 6.45

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 6.08 6.45
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９．資本及びその他の資本項目

発行済株式総数及び資本金等の残高の増減は以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

 
発行済株式数

（株）
資本金

（百万円）
資本剰余金
（百万円）

自己株式数
（株）

2021年３月31日 111,700,000 2,552 2,538 3,577,290

期中増減 － － 2 －

2021年６月30日 111,700,000 2,552 2,540 3,577,290
 

（注）１．当社の発行する株式は、無額面普通株式であります。

２．発行済株式は、全額払込済となっております。

 
当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

 
発行済株式数

（株）
資本金

（百万円）
資本剰余金
（百万円）

自己株式数
（株）

2022年３月31日 111,700,000 2,552 2,542 3,577,290

期中増減（注３） － － 0 1,671,500

2022年６月30日 111,700,000 2,552 2,542 5,248,790
 

（注）１．当社の発行する株式は、無額面普通株式であります。

２．発行済株式は、全額払込済となっております。

３．自己株式数の増加は2022年５月13日開催の取締役会の決議により取得したものであります。

 
10．配当金

(1) 配当金支払額

配当の総額は以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年５月14日
取締役会

普通株式 324 3 2021年３月31日 2021年６月14日
 

 
当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年５月13日
取締役会

普通株式 378 3.5 2022年３月31日 2022年６月13日
 

 
(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末後と

なるもの

該当事項はありません。

 
11．重要な後発事象

　該当事項はありません。

 
12．要約四半期連結財務諸表の承認

本要約四半期連結財務諸表は、2022年８月９日に代表取締役 社長執行役員 CEO 平尾丈によって承認されておりま

す。
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２【その他】

2022年５月13日開催の取締役会において、2022年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末

配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 378百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　 3円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　2022年６月13日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2022年８月９日
 

株　式　会　社　じ　げ　ん

　　取　締　役　会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

　　　東　京　事　務　所  
 

 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中　　川　　正　　行  

 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古　　川　　譲　　二  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社じげんの

2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30

日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連

結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レ

ビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社

じげん及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半

期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じ

させる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・　要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査

人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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